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総務省東北管区行政評価局

震災対策に関する行政評価・監視
－宮城県沖地震対策を中心としてー

＜行政評価･監視結果に基づく所見表示＞

「行政評価・監視」は、東北管区行政評価局が行う行政改善活動の一つで、 行政の運営
全般を対象として、主として合規性・適正性等の観点から評価を行い、行政運営の改善を推
進するものです。

この行政評価･監視は､ 地震発生の可能性が年々高まっている宮城県沖地震に備えて、
地域住民の安全の確保の観点から、津波対策を中心として調査を実施し、必要な改善を図
るものです。

調査結果は、９月１日の防災の日を目前にして、 平成16年８月23日、 仙台管区気象台、
東北地方整備局及び東北総合通信局に対して所見表示をしたものです。

＜本件照会先＞

総務省 東北管区行政評価局

第一部第３評価監視官 津田 克男

電話：０２２（２６２）８５９１



概略

背景背景

背景

○宮城県沖地震の発生確率の高まり： 地震発生の可能性が年々高まっている
39％（10年以内）、88％（20年以内）、99％（30年以内）
※国の地震調査研究推進本部の長期評価(2003年6月１日を起点）から

○ 津波の発生： 到達時間：地震発生後約12分（牡鹿町）
最高水位：10ｍ（本吉町）
河川に遡上（高さ１～２ｍで）
※宮城県地震被害想定調査に関する報告書（平成１６年３月、宮城県防災会議）から

（その他） ・災害時優先電話の有効活用

所見表示事項

２ 津波時における水門操作の見直し

３ 庁舎等の耐震診断の的確な実施
東北地方整備局東北地方整備局

１ 津波予報の迅速化

４ 非常通信訓練の実践的な実施

所見表示１ 仙台管区気象台仙台管区気象台

東北総合通信局東北総合通信局

所見表示２，３

所見表示４

地震・津波対策の徹底が緊急の課題

指定地方行政機関（防災指定地方行政機関（防災

に関係する国の出先機関）に関係する国の出先機関）

の震災対策の状況を調査の震災対策の状況を調査

平成１６年４月～７月実施調査平成１６年４月～７月実施調査

今回の行政評価・監視の結果、以下の点について改善すべき事項を所見表示

平成１６年８月２３日

行政評価・監視の実施



総合力の発揮所見表示１ 津波予報の迅速化

あい

平成15年10月31日午前10時6分に発生した

福島県沖地震のときの対応を調査したところ・・・

制度・仕組み 現状・実態

所見表示要旨

○ 東北６県の８津波予報区の津波予報（津波注意報、
津波警報）は、仙台管区気象台が担当
○ 地 震 津 波 監 視 シ ス テ ム や 量 的 津 波 予 報

シ ス テ ム に よ り 震 源 、 予 想 さ れ る 津 波 の
高さを解析し、災害のおそれがあると予想されるとき、

遅滞なく、津波予報を行う

○ 予報の実施基準（予想される津波の高さ）

津波注意報：２０ｃｍ以上

津波警報（津波）：１ｍ以上

津波警報（大津波）：３ｍ以上

○ ＜目標＞地震発生の約 ３分後 に

津波予報発表

○ 仙台管区気象台の宮城県内の津波観測は、

牡鹿町鮎川の検潮所１か所のみ

○ 他機関で、潮位計を持ち、独自に潮位観測していると
ころも（地方整備局２か所、宮城県及び沿岸市町１３か所）

① 実測値に基づく津波予報を行う場合は、より速やかに
予報発表を行う措置を講ずること。
② 他機関の検潮所の潮位データをリアルタイムで入手･
活用することについて具体的な検討を進めること。

仙台管区気象台仙台管区気象台

○ 予報システムの解析では、基準値未満

その後、鮎川検潮所で、10時46分、２４cmの津波
（第1波）観測、10時52分には第２波が24cmを超え、
更に上昇 （10時53分、 最大３２ｃｍ）
仙台管区気象台は、気象庁本庁と協議して

10時55分 「宮城県に津波注意報発表」
※ 第1波観測の９分後

○ 「宮城県地震被害想定調査に関する報告書」

・沿岸市町で、津波到達に５０分の差
・ 津波が牡鹿町より早く到達する市町
（気仙沼市、女川町及び唐桑町）あり

※ 牡鹿町鮎川の検潮所より早く津波到達を

検知できる場合も



ルールの明確化所見表示２ 津波時における水門操作の見直し

制度・仕組み

現状・実態

所見表示要旨

北上川、旧北上川、鳴瀬川、名取川及び阿武隈川の
河口付近の水門及び陸閘等合計27施設について調査
したところ・・・

平成１５年の津波注意報発表時（9月26日、10月31日）に
閉鎖措置などの対応をとっていない。

（原因） 操作規則等に津波に関する操作方法等が

定められていない。

河口付近の水門等について、操作規則等を
見直すなど、津波時の対応措置を具体的に定めて
お く こ と。

東北地方整備局東北地方整備局

○ 東北地方整備局は、北上川、旧北上川、

鳴瀬川、名取川及び阿武隈川の河口付近

の水門・陸閘を管理

※ 管理に際しては、操作規則等を定め、一部の
施設については、民間人に操作を委託

津波は河川を遡上することも

河口付近の水門等については、津波時

における閉鎖措置等の対応措置を定めて

おく必要がある。

（参考）
「宮城県地震被害想定調査に関する報告書」によれば、津波が
○ 北上川では、高さ２～３ｍで遡上
○ 旧北上川、鳴瀬川、名取川及び阿武隈川では、高さ１
～２ｍで遡上



所見表示３ 庁舎等の耐震診断の的確な実施
制度・仕組み

現状・実態

所見表示要旨

国土交通省 各地方整備局

構造体の耐震診断を平成15年度中に終了し、管理官署に
診断結果を速やかに通知するよう指導

宮城県内に所在する合同庁舎等の一般会計所属
施設に対する耐震診断の実施状況（平成16年5月
末現在）を調査したところ・・・

構造体（診断必要施設：52棟）の診断は、全て終了

しかし、診断結果の管理官署への通知状況は、

33棟（63.5％）が未通知

※ 通知遅延理由
診断結果に添付する耐震改修補強案の

作成に日時を要しているため

構造体の耐震診断結果については、耐震改修補強案を
早急に策定し、管理官署に速やかに通知すること。 東北地方整備局東北地方整備局

○ 国の庁舎等は地震発生後の応急対策・災害復旧対策

の拠点となることから、耐震安全性の確保が必要

○ 耐震安全性を把握するために耐震診断を速やかに

実施する必要がある。

※ 合同庁舎等の一般会計所属施設の耐震診断は、各地方

整備局が担当

※ 耐震診断は、構造体、建築非構造部材（天井、床材等）、

建築設備のそれぞれについて実施

防災拠点の確保



非常時通信の万全化所見表示４ 非常通信訓練の実践的な実施

制度・仕組み 現状・実態

所見表示要旨

非常通信とは、

東北地方非常通信協議会が実施する地方非常

通信訓練の宮城県内における最近３か年の実施

状況を調査したところ・・・・

東北地方非常通信協議会に対し、以下の事項を指導すること。
① 多数の市町村の参加が得られるよう構成員に働きかけること。
② 設定内容に即したより実践的な訓練を実施すること。

東北総合通信局東北総合通信局

① 参加市町村は３か年で計１０市町

平成１５年度参加市町村は１町のみ
⇒参加している市町村いまだ少ない

② 平成１５年度の訓練で、設定上は「使送」となって
いる区間を「ＮＴＴ一般回線」により連絡しており、
「使送」訓練が行われていない⇒実践性に欠ける

平成16年2月、東北地方非常通信ルートを設定

県防災無線等の途絶を想定し、東北地方整備局、
警察又は東北電力の自営回線を利用して、市町村、
県との連絡を確保することを目的

○ 電波法第７４条に基づき、地震・津波等の非常

事態に、人命救助、災害救援等のために必要な

通信を無線局に行わせること

○ 非常通信の円滑な運用を図るため、東北総合

通信局、東北地方整備局等の国の機関、東北の

各県、電気通信事業者等１１３団体で構成された

東北地方非常通信協議会が結成されており、

非常通信の訓練等を実施

（その他の所見表示事項）

災害時優先電話は、
発信のみ優先扱い

主に受信に使用
している例あり

配備の見直しを行うこと
（東北地方整備局、
仙台管区気象台）
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